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Ａ．研究目的 

わが国は、東京オリンピックを控え、近年の欧

米・中東における国際状況を背景に、CBRNE を

用いた災害、テロの脅威もある。このようなリスク

増大の中で、厚生労働省の健康危機管理・テロリ

ズム対策の強化は喫緊の課題である。そこで、本

研究においては、国内外のネットワークを確立し、

そのネットワークを通じて国内外の最新の指針・

ガイドライン、関連する技術開発の動向等の知見

を集約し、また、国内外の事例を収集、分析し、

本邦の対応体制の脆弱性を評価する。その結果

を、厚生労働省に提示し、厚生労働省の健康危

機管理・テロリズム対策の強化に資することを目

的とする。 

平成 25 年度から平成 27 年度まで実施した厚

生労働科学研究費補助金「健康危機管理・テロリ

ズム対策に資する情報共有基盤の整備に関する

研究」においては、国内外の知見、事例の集約と

分析は行われたが、厚生労働省国民保護計画

への反映については今後の課題とされてきた。そ

こで、本研究においては成果を、厚生労働省国

民保護計画を改定する際の基礎資料とすべく政

研究要旨 

厚生労働省の健康危機管理・テロリズム対策の強化は喫緊の課題である。本研究は、国内外の最

新動向等を集約し、事例を収集、分析し、本邦対応体制の脆弱性を評価し、その結果を、国に提

示し、対策強化に資することを目的とする。 

平成 25 年度からの「健康危機管理・テロリズム対策に資する情報共有基盤の整備に関する研究」

では、成果の厚生労働省国民保護計画は今後の課題とされた。そこで、これらの成果を、国民保

護計画を改定する際の基礎資料とすべく政策提言する。 

本研究班は、本邦 CBRNE 災害医療専門家で構成されており、国際的ネットワークとして G7＋メキ

シコ保健担当閣僚会合を基とした GHSAG を活用すること、国内が CBRNE 専門家会合を開催す

ること等が特色である。 
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策提言することを目的とする。 

一方、CBRNE テロ災害への世界的な健康危

機管理の準備と対応に係るネットワークとして各

国保健担当閣僚レベルの会合である世界健康

安全保障イニシアティブ: GHSI がある。本会合は、

G7、メキシコ、EU、WHO が参加している。この閣

僚級会合の下に、局長クラスの作業グループ(世

界健康安全保障行動グループ: GHSAG)が置か

れている。この GHSAG の下、化学テロ等の作業

部会が設置され、技術的な検討作業や情報交換

を行っている。日本は地下鉄サリン事件の経験も

あり、化学テロ作業部会の議長役を引き受けてい

る。また、その他放射線テロに関する作業部会も

おかれている。これらの作業部会においては各

国の専門家がそれぞれの国における知見を持ち

寄り、それぞれの分野における課題および国際

協力のあり方について検討されている。 

本研究班は、本邦における CBRNE 災害の専

門家により構成され、国際的なネットワークとして

G7＋メキシコの保健担当閣僚会合を基とした世

界健康危機行動グループ（GHSAG）を活用する

こと、国内のネットワークとして CBRNE の専門家

会合を開催することが特色である。 

Ｂ．研究方法 

⚫ CBRNE 災害に対する国際的な動向にかか

わる研究

➢ 健康危機管理・テロリズム対策諸外国の

指針・ガイドライン、関連する技術の開発

の動向等の国際的な情報を同定・収集・

分析・提供する。

➢ 放射線の分野は明石研究分担者、化学

剤の分野は嶋津研究分担者、生物剤に

ついては木下研究分担者、爆弾テロに

ついては齋藤研究分担者が担当する。

➢ 諸外国の国防および危機管理部局の関

係者が集まる国際軍事医学関連会議

（ Asia Pacific Military Medicine

Conference: APMMC 、 International 

Committee of Military Medicine: ICMM）

における意見交換は、国際的な動向や

新たな知見を得る場として活用を図る。 

➢ また、G7＋メキシコの枠組みで行われて

い る 世 界 健 康 危 機 行 動 グ ル ー プ

（GHSAG）の閣僚会合、局長会合、化学

テロ作業部会、放射線テロ作業部会を通

じて、先進国における健康危機管理・テ

ロリズム対策の状況を把握する。

➢ これらの分野については、情報が得られ

次第金谷分担研究者より厚生労働省健

康危機管理調整会議に資料として提出

し、行政側へのインプットを行う。

➢ GHSAG 化学テロ作業部会、放射線テロ

作業部会における課題について、日本

での知見をまとめ、国際的に発信する。

⚫ CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワーク

にかかわる研究

➢ 内閣官房が把握する国内の CBRNE 関

係の専門家リストを基に、専門家ネットワ

ーク構築を継続して行う。

➢ 近藤研究代表者、大城研究分担者が担

当する。

➢ CBRNE 関係の専門家の会合を、年 2～

3 回程度に実施する。

➢ 国内における最新の知見を収集するとと

もに、本研究の成果より得られた海外な

どの最新の知見をこのネットワークを通じ

て共有する。

➢ 国内の最新の知見の収集から、CBRNE

災害に対する体制の課題、脆弱性を明

らかにする。

⚫ CBRNE テロ、災害の事例に関する研究

➢ 国内外における CBRNE テロ、災害の事

例を収集、分析し、その対応における課

題と改善点を明らかとする。

3



➢ 近藤研究代表者、大城研究分担者が担

当する。

➢ 初年度は、パリ・ベルギー同時多発テロ

の事例を検証し、国内事例に応用可能

な教訓を整理した。その結果、事前計画

とそれを柔軟に運用でき、かつ強力な現

場マネジメントが必要であること、外傷救

急（特に爆傷・銃創）に対する、現場～

根本治療までの理解と共有を十分に行う

こと、国主導での病院前・病院計画の方

針が作成されるべきであること、危険領

域での救命活動や病院での安全確保に

はフランス、ベルギー共に課題があること

がわかった。今年度も海外におけるテロ

の事例を検証し、準備可能なイベント等

における対応に応用可能な教訓を整理

するとともに、準備できないイベントに対

する応用可能な教訓も整理する。

➢ 研究期間中に新たな事例が生じた場合、

適宜、これらの事例についても調査、研

究を行う。

⚫ 厚生労働省国民保護計画の課題と対応に

関する研究

➢ 国際的な動向、国内ネットワーク、事例

研究などから明らかとなったわが国の健

康危機管理体制の脆弱性、課題と現行

の厚生労働省国民保護計画を比較する

ことで、その改善点を明らかとする。

➢ 近藤研究代表者、金谷研究分担者、が

担当する。

➢ 初年度は、従来行われてきた国民保護

訓練などの所見を踏まえ、現行の厚生

労働省国民保護計画の課題を検討した。

今年度は、国際的な動向、国内ネットワ

ーク、事例研究など他の分担研究で得ら

れた成果を踏まえ、国民保護計画改善

点の素案をできる限り早い段階でまとめ

厚労省へ報告する。 

（倫理面への配慮） 

本研究においては特定の個人、実験動物など

を対象とした研究は行わないため倫理的問題を

生じることは少ないと考えられる。しかし、研究の

過程おいて各機関、それに所属する職員等の関

与が生じる可能性があるため、人権擁護上十分

配慮すると共に、必要であれば対象者に対する

説明と理解を得るよう努める。 

Ｃ．研究結果 

⚫ CBRNE 災害に対する国際的な動向にかか

わる研究

今年度は、木下分担研究者が米国国防

危機削減庁の主催する生物化学防護に関

する科学技術会議(CBD S&T)に参加し、本

学会で提示された情報の取得や学会参加

者との情報交換によって、生物化学テロや

新興感染症への対策等の健康危機管理に

関する最新の動向と情報共有基盤の整備を

行った。 

齋藤分担研究者は米国の救護体制ある

いは基礎医学研究について見識を深めるた

めに、インターネットから情報を収集するとと

もに、米国保健医科大学(USU)、カナダ・ エ

ドモントン市アルバータ大学、さらにカナダ・

メディシンハット市の国防開発研究所を訪問

し爆弾テロの有識者および研究者と意見交

換を行った。 

嶋津研究分担者は、世界健康安全保障

イ ニ シ ア テ ィ ブ （ Global Health Security

Initiative: GHSI）の化学イベントワーキング

グループ（Chemical Events Working Group：

CEWG）の活動を通じて情報収集と発信を

行った。CEWGの活動としては、対面での会

議（face-to-face meeting）が年に1回、また、

電話による会議（tele-conference）として年

に 4 回が開催した。対面会議は 11 月 19 日
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～11 月 21 日 に大阪で開催し、近年、化学

剤（特に神経剤）曝露後の長期予後が注目

されており、日本が経験したサリン曝露患者

の長期予後に関する要望に応えるためにシ

ンポジウム「サリン暴露後の長期予後につい

て」を企画した。また、2020 年東京オリンピッ

ク ・ パ ラ リ ン ピ ッ ク に 備 え 「 医 療 チ ー ム

（DMAT・救急隊等）の CBRNE 教育につい

て」のシンポジウムを企画し、内外の研究者

や医師らによる発表と討論を行った。 

医療チームの CBRNE 教育については、

共通の課題として迅速・効率的なトリアージ、

除染の適応と方法、解毒薬等の使用、e-

learning を含む教育のための方法論などが

討議された。 

 

⚫ CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワーク

にかかわる研究 

国内に関しては、内閣官房が把握する

CBRNE 関係の専門家、救急災害医療、救

助の実務者、行政関係者からなるネットワー

クを構築した。 

大城分担研究者がこのネットワークの実

効性を確保し、情報交換、共有を目的とした

会合を以下のように開催した。 

 

第 1 回会合 

日時：平成 29 年 9 月 21 日 

【プログラム】 

⚫ 大洗の被ばく事故について 

⚫ 2020東京オリンピック・パラリンピックに向

けてCBRNE テロの多機関連携を考える 

－サミット医療、災害医療の発展を踏ま

えて－ 

⚫ 爆弾テロに対する医療対応について ─

課題と提案─ 

⚫ 化学テロ時の救助・救出について 

参加者：48名 

 

第 2 回会合 

日時：平成 30 年 2 月 22 日（木） 

【プログラム】 

⚫ 北朝鮮情勢の見通しと日本の事態対処

面での課題  

⚫ 原子力災害等（RNテロ含む）についての

原子力規制委員会の取組 

⚫ 原子力災害時の医療体制について 

⚫ イスラエルにおけるテロ対応について 

参加者：47名 

 

⚫ CBRNE テロ、災害の事例に関する研究 

明石分担研究者は、放射線分野に関係

する国内外の指針、ガイドラン、関連する技

術開発の動向等の情報を同定、収集、分析

するとともに、平成 29 年 6 月 6 日に茨城県

大洗町で起きたプルトニウム等による体内被

ばく事故の事例を解析し、対応の課題点を

明らかにした。 

竹島分担研究者は、イスラエルにおける

テロ対策について、イスラエル担当省庁等

を訪問し情報・知見を収集し、意見交換を行

った。 

 

⚫ 厚生労働省国民保護計画の課題と対応に

関する研究 

金谷分担研究者は国際的な動向、国内

ネットワーク、事例研究などから明らかとなっ

たわが国の健康危機管理体制の脆弱性、

課題と現行の厚生労働省国民保護計画を

比較し、その改善点を明らかにした。従来行

われてきた国民保護訓練などの所見を踏ま

え、現行の厚生労働省国民保護計画の課

題を明らかとし、国際的な動向、国内ネット

ワーク、事例研究など成果を踏まえ、国民保

護計画改善点について検証を行った。 
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Ｄ．考察  

⚫ CBRNE 災害に対する国際的な動向にかか

わる研究 

米国国防危機削減庁主催し、生物テロを

含む CBRN テロに対して、いかに迅速な検

知と適切な医療対処を行うかを話し合う、生

物化学防護に関する科学技術会議 (CBD 

S&T)に参加した。米国国防危機削減庁は、

主に CBRN 脅威への対処手段の開発のた

めの研究開発資金を全米の大学、企業に

提供している機関であり、本学会はその成

果報告の場であるとも考えられた。会議全体

を通し、米本国での生物化学テロの脅威は

あまり差し迫ったものではなく、医療対処を

含めた基礎的な技術革新に傾注しているよ

うであった。すなわち、生物化学テロの脅威

は、シリアなどの中東と日本を含む東アジア

での極めて深刻ではあるが地域に限局した

脅威と考えているようであった。 

米国の救護体制あるいは基礎医学研究

について見識を深めるために、インターネッ

トから情報を収集するとともに、米国保健医

科大学(USU)、カナダ・ エドモントン市アル

バータ大学、さらにカナダ・メディシンハット

市の国防開発研究所を訪問し爆弾テロの有

識者および研究者と意見交換を行った。そ

の結果、日本におけるテロリズム等の不測の

事態が発生した際のシビリアンのための救

急救護・医療爆傷に対する救護体制は、い

まだ確立していないと言って過言ではないと

考えられた。銃創・爆傷の多い米国では、

Tactical Emergency Medical Support（TEMS）

が 有事 ・軍 事にお け る Tactical Combat 

Casualty Care（TCCC：戦術的戦傷救護）の

エビデンスに基づいて発展していた。TCCC

や TEMS において負傷者に救命処置を行う

コレクションポイントは、通常ウオームゾーン

におかれるが、日本における事態対処医療

のコレクションポイントは限りなくコールドゾ

ーンに近いウオームゾーン（実質上、コール

ドゾーン）に設定するしかないものと思料す

る。しかしながら、ホットゾーンからコレクショ

ンポイントまで負傷者の救護を担当する法

的執行機関はどこなのか、決まっていない

のが現状と思われる。警察の特殊部隊は警

護と援護を実施するものと考えられるが、現

行では救護を担当する組織が見当たらない。

自衛隊は国内においてはこの任務を担うこ

とは、現時点では難しいものと考えられる。

すなわち、法的な制約および発生からの時

間的な制約から、自衛隊の第一線救護衛生

員が国内のテロに対処することは現状では

厳しいものと思料する。2020 年にオリンピッ

ク・パラオリンピック開催を控えて、この問題

を議論して、万が一のための救護体制を確

立する必要があると考えられた。 

化学テロ危機管理を推進するために、世

界健康安全保障イニシアティブ（ Global 

Health Security Initiative: GHSI）の化学イベ

ントワーキンググループ（Chemical Events 

Working Group：CEWG）の活動を通じて情

報収集と発信を行った。 

近年、化学剤（特に神経剤）曝露後の長

期予後が注目されており、日本が経験した

サリン曝露患者の長期予後に関する要望に

応えるためにシンポジウム「サリン暴露後の

長期予後について」を企画した。合わせて、

2020 年東京オリンピック・パラリンピックに備

えてシンポジウム「医療チーム（DMAT・救急

隊等）の CBRNE 教育について」を企画し、

内外の研究者や医師らによる発表と討論を

行った。 

サリン事件被害者の長期予後に関して国

内からは 4 名の代表的な研究者が発表した。

横山教授（順天堂大学）は、サリンへの急性

曝露によって脳における島皮質よび周辺の
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灰白質の局所的な体積の減少および偏桃

体と海馬の体積が減少することを示して、脳

神経の連絡が変化している可能性を示唆し

た。また、これらの変化は曝露後急性期の

血清コリンエステラーゼ値と相関があり、サリ

ンに特有の変化である可能性が示唆された。

シンポジウムで発表された様々な研究内容

は、一部は英文雑誌に報告されているもの

の、海外の研究者には十分に認知されてお

らず、日本からの情報発信の具体的な成果

として大きな価値があり、高い評価を受けた。 

医療チームの CBRNE 教育については、

共通の課題として迅速・効率的なトリアージ、

除染の適応と方法、解毒薬等の使用、e-

learning を含む教育のための方法論などが

討議された。化学剤としてはフェンタニル系

薬物や 3 月に英国で使用されたノビチョクな

どが現実の問題として厳然と存在し、日本に

おいても準備と情報収集が重要であると考

えられた。 

 

⚫ CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワーク

にかかわる研究 

国内における NBC テロ対策の専門家に

よるネットワーク会合を 2 回開催し、大洗の

被ばく事故、サミット医療、災害医療の発展

を踏まえて 2020 東京オリンピック・パラリンピ

ックに向けて CBRNE テロの多機関連携を

考える、爆弾テロに対する医療対応につい

て、化学テロ時の救助・救出について、北朝

鮮情勢の見通しと日本の事態対処面での課

題について、原子力災害等（RN テロ含む）

についての原子力規制委員会の取組につ

いて、原子力災害時の医療体制について、

イスラエルにおけるテロ対応についてそれ

ぞれの専門家が発表し、意見交換を行った。 

それぞれの議題において、本邦における

テロに対する医療体制について意見が交換

されたことが成果である。今後の課題として

は、引き続き、健康危機管理・テロリズム対

策に関連する技術開発の動向等の情報を

専門家によるネットワーク会合で交換、提供

し、特に、本邦における 2020 年東京オリンピ

ック・パラリンピックへ向けた課題について整

理する。 

 

⚫ CBRNE テロ、災害の事例に関する研究 

放射線分野に関係する国内外の指針、ガ

イドラン、関連する技術の開発の動向等の

情報を同定、収集、分析するとともに、平成

29 年 6 月 6 日に茨城県大洗町で起きたプ

ルトニウム等による体内被ばく事故の事例を

解析し、対応の課題点を明らかにした。これ

までに原子力施設での事故・災害対策の他

に、テロ災害に関するマニュアル、ガイドライ

ン等が国際機関や諸外国で作成されている

が、それらは頻度の高い事象を対象としたも

のが多い。国内外の研修、演習、訓練も原

子力施設での事故対応だけでなく、放射線

テロに対応する人材のすそ野を拡大するこ

と、特に頻度が少ないテロ・災害に対する関

係機関の相互理解、共通認識が必要である

と考えられる。このために放射線テロ対策と

して、事故の分析、薬剤の備蓄、病院前医

療体制の整備、研修、訓練のさらなる充実

が図られるべきであると考えられた。今回の

研究から、多数者が巻き込まれる内部被ば

く、特にプルトニウム等アクチニドによる内部

被ばくに関しては、ほとんど対策ができてい

ないことが判明した。 

イ ス ラ エ ル 国 の Authority of 

Hospitalization 、 National Emergency 

Management Authority 、 Israel Defense 

Force、 Home Front Command の担当者を

訪問し、イスラエル国の最新動向等に関す

る意見交換を行って考えを共有した。その
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結果、イスラエルには災害対応を専門に行う

国レベルの機関が存在し、各省庁との連携

が行われていた。また、現場レベルの対応

では、軍事的な災害とそれ以外の災害への

対応という分け方が行われており、特に、ミ

サイル攻撃に化学剤等が含まれる事案に関

しては、警察などが対応を行なわず、軍事

的 な 訓 練 を 受 け て い る 、 Homefront 

Command という機関が対応を行っていた。

本邦においても、2020 年東京オリンピック・

パラリンピックの開催や近年の北朝鮮のミサ

イル発射などを鑑み、自然災害のみならず、

テロ攻撃などの災害への対応を行うための

災害対応機関や専門性の訓練を行ってい

る対応機関について、イスラエル等の災害

対応を参考にしながら、今一度議論を行っ

て、万が一のための救護体制を確立する必

要があるのではないかと考えられた。 

 

⚫ 厚生労働省国民保護計画の課題と対応に

関する研究 

平成 29 年度においては、国民保護計画

のうち、CBRNe テロへの対応について、どの

範囲まで実行可能で、どこが課題かについ

て検証を行った。この中で、特に未整備とな

っているのは、H-CRISIS を用いた都道府県

との情報交換機能である。一方、健康危機

情 報 の 収 集 ・ 提 供 （ http://h-

crisis.niph.go.jp/?cat=18）を平成 28 年度よ

り開始するとともに、生物テロに関する情報

に つ い て も ﾊ ﾞ ｲ ｵ ﾃ ﾛ 対 応 ﾎ ｰ ﾑ ﾍ ﾟ ｰ ｼ ﾞ

（http://h-crisis.niph.go.jp/bt/）の運用を開

始した。一方で、アメリカ国立医学図書館は、

物質の特性と被害者の臨床症状をデータベ

ース化することで物性（Properties）、臨床徴

候 （ Symptoms）等 から 物質 を絞 り込める

WISER(Wireless Information System for 

Emergency Responders)を構築した。わが国

においても経済産業省が生理学的薬物動

態モデル、遺伝子・細胞内タンパク質の変

動、ネットワーク構造解析より得られたデー

タからディープラーニングにより未知物質の

毒性を予測する次世代型安全性予測手法

の開発に着手したところであり、これらの活

用あるいは連携が期待される。 

 

Ｅ．結論 

CBRNE 災害に対する国際的な動向にかかわ

る研究では、米国国防危機削減庁が主催する生

物化学防護に関する科学技術会議(CBD S&T、

米国保健医科大学(USU)、カナダ・ エドモントン

市アルバータ大学、さらにカナダ・メディシンハッ

ト市の国防開発研究所において、生物テロにつ

いての最新の動向の知見について情報収集・情

報交換が行われた。G7＋メキシコの枠組みで行

われている世界健康危機行動グループ（GHSAG）

の化学テロ作業部会を主催し、先進国における

健康危機管理・テロリズム対策の状況の情報交

換を行った。 

CBRNE テロ、災害に対する国内ネットワークに

かかわる研究では、内閣官房が管理する CBREN

の専門家を第 1 回では 48 名、第 2 回では 47 名

を集めて、大洗における原発事故、原子力災害、

北朝鮮の動向、イスラエルにおけるテロ対策など

についての情報交換を行った。本会合は、平成

30 年度にも実施予定である。 

CBRNE テロ、災害の事例に関する研究では、

放射線分野に関係する国内外の指針、ガイドラ

ン、関連する技術開発の動向等の情報を同定、

収集、分析するとともに、平成 29 年 6 月 6 日に

茨城県大洗町で起きたプルトニウム等による体内

被ばく事故の事例を解析し、対応の課題点を明

らかにした。 

厚生労働省国民保護計画の課題と対応に関

する研究では、国際的な動向、国内ネットワーク、

事例研究などから明らかとなったわが国の健康
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危機管理体制の脆弱性、課題と現行の厚生労働

省国民保護計画を比較し、その改善点を明らか

にした。従来行われてきた国民保護訓練などの

所見を踏まえ、現行の厚生労働省国民保護計画

の課題を明らかとし、国際的な動向、国内ネットワ

ーク、事例研究など成果を踏まえ、国民保護計

画改善点について検証を行った。 
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